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※国や県との人事交流によるものを含みます。

※再任用短時間職員は、再任用に含みません。

　　※本表の職員数には、市長、副市長、教育長は含まれておりません。

花巻市の人事行政の運営等の状況

１　任免及び人数の状況
(1)　採用及び退職の状況（平成26年度）

項目
一般職員

新規採用 新規再任用 退職者 再任用満了

(2)　職員定数管理の状況

　ア　職員数の状況と主な増減理由（各年4月1日）

区分
平成27年 平成26年 対前年増減数 主な増減理由

（a） （b） (a)-(b)

　採用者数（H27.4.1付採用） 39人

　退職者数（H26.4.1～H27.3.31) 44人 6人

　した計画を合併時に策定し、平成27年4月1日において目標を超える253名を縮減しました。

合計 932人 943人 △11人

　イ　定員適正化計画の年次別実績（各年4月1日現在）

　　平成18年１月１日（合併の日）から平成27年度までの約10年間で240人(約20.2%)の縮減を数値目標と

（平成27年）

一般行政職 515人 519人 △4人

事務の統廃合等によるその他 417人 424人 △7人

職員数 1,034人 1,004人 992人 943人 932人

区分 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

△11人増減数 △3人 △30人 △12人 △49人

　※対目標達成率は、平成18年1月1日(合併の日)から当該年までの累積増減数による率を表しています。

　ウ　一般行政職の年齢別職員構成の状況（平成27年4月1日現在）

20歳 20歳 24歳 28歳

対目標達成率 62.9% 75.4% 80.4% 100.8% 105.4%

～ ～ ～ ～ ～ 以上

56歳 60歳

計区分 未満 ～ ～ ～ ～ ～

32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳

人 人 人 人 人 人 人 人

39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳23歳 27歳 31歳 35歳

68 0 515

　エ　一般行政職の級別職員の状況（平成27年4月1日現在）

区分 1級 2級 3級 4級 5級

41 60 88 80 54 42

人 人 人 人 人

職員数 5 16 33 28

部長
(再任用除く)

技師 会計管理者 総合支所長

6級 7級 計

代表的な職
主事 主任 係長 課長補佐 課長 参事

2.5% 100.0%

26.4.1
構成比

11.2% 14.5% 45.3% 16.4% 9.7% 0.4% 2.5%

2人 13人 515人

構成比 12.6% 12.2% 42.3% 19.7% 10.3% 0.4%

職員数 65人 63人 218人 101人 53人

100.0%

　※本表の職員数は、保健師、保育士、消防職、幼稚園教諭及び税務、福祉の担当職員などを除いた一般行政職員の級別職員数です。
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人件費率 （参考）

（H26年度末） A B （Ｂ／Ａ） 平成25年度の人件費率

２　給与の状況
(1)　人件費の状況（普通会計決算見込額）　

区分
住民基本台帳人口 歳出額

実質収支
人件費

A 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　B B/A

17.3%

　　※人件費には、一般職と特別職の職員の給与、報酬のほか共済組合負担金、退職手当負担金、公務災害補償費等を含みます。

(2)　給与費の状況（平成27年度一般会計当初予算・一般職）

職員数 給与費 一人当たり給与費

平成26年度 99,230人 48,362,801千円 1,589,987千円 7,736,941千円 16.0%

７年以上１０年未満 212,000円

１０年以上１５年未満 262,400円

１５年以上２０年未満 308,100円

　※給与費は当初予算に計上された額です。

　※職員給与費には、給料及び扶養、通勤、住居等の諸手当を含み、退職手当負担金・児童手当は含みません。

(3)　職種別・学歴別初任給及び経験年数別平均給料月額の状況（平成27年4月1日現在）

一
般
行
政
職

大
学
卒

初任給 163,600円

採用２年経過後の給料額 180,800円

経験
年数

917人 3,373,196千円 658,180千円 1,214,516千円 5,245,892千円 5,721千円

-

１０年以上１５年未満 228,000円

１５年以上２０年未満 265,500円

(4)　平均給料月額と平均年齢の状況（平成27年4月1日現在）

１５年以上２０年未満 273,600円

技
能
労
務
職

高
校
卒

初任給 139,500円

採用２年経過後の給料額 149,000円

経験
年数

　７年以上１０年未満

高
校
卒

初任給 142,100円

採用２年経過後の給料額 151,800円

経験
年数

　７年以上１０年未満 199,700円

１０年以上１５年未満 228,400円

一般行政職 310,800円 43.0歳 335,000円 43.5歳

区分
花巻市 国

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢

　　　　※国の平均給料月額は、平成26年4月1日現在のものです。

(5)　給与水準の状況

　当該団体の給与水準を他の団体や国と比較する方法としてラスパイレス指数による方法がとられ
ています。このラスパイレス指数は、比較団体相互間の職員構成を同一にして、職種別、学歴別及
び経験年数別に区分した職員数と平均給料月額を用いて算出するものです。
　国を100とした場合の平成26年4月1日現在における本市職員のラスパイレス指数は、91.3です。

技能労務職 301,900円 48.3歳 287,992円 50.1歳
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(6)　主な職員手当の状況

　ア　扶養手当、住居手当、通勤手当（平成27年4月1日現在）

手当名 内容及び支給単価

国の
制度
との
異同

支給実績
（26年度決
算見込）

支給職員１
人当たり平
均支給年額
（26年度決
算見込）

住居手当

借家　家賃の額に応じて27,000円を限度に支給

単身赴任手当受給者の留守家族が借家に居住する
場合
職員本人が居住する場合の手当額の2分の1

同 35,376千円 283,010円

扶養手当

配偶者13,000円
配偶者以外の扶養親族
1人あたり6,500円
（ただし、扶養親族でない配偶者がある場合の1人
目は6,500円、配偶者がない場合の1人目は11,000
円）
満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子が
いる場合の加算額
1人につき、5,000円

同 106,377千円 221,620円

単身赴任手当

勤務所を異にする異動に伴い転居し、やむを得な
い事情により配偶者と別居し、単身で生活するこ
ととなった職員等で、異動前の住居から勤務所ま
での距離が原則60キロメートル以上の職員に対し
て、距離に応じて、月額30,000円～88,000円の範
囲で定額支給

同 624千円 312,000円

通勤手当

①電車・バスを利用する場合
運賃等相当額に応じて50,000円を上限として支給
②乗用車などを使用する場合
使用距離等に応じて2,000円から23,400円までの範
囲で支給
③異動により特急・高速道路などを利用すること
が必要になった場合
負担している特急・高速道路料金などの額の2分の
1（20,000円を限度）を加算

同 65,989千円 83,957円

寒冷地手当

基準日（11月から3月までの各月の初日）に在職す
る職員に支給
11月から3月までの間において、月額7,360円か
ら、17,800円までの範囲で定額支給

同 59,816千円 62,439円

管理職手当
管理又は監督の地位にある職員の職のうち、指定
する職にある職員に対して47,000円から70,800円
までの範囲で定額支給

同 47,265千円 647,471円
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※時間外勤務手当と休日勤務手当を合算したものです。

1) 1件当たり440円

2) 1件当たり440円

3) 1件当たり220円

4) 1回当たり3,300円

5) 1日当たり330円

6) 1日当たり330円

　イ　地域手当　（平成27年4月1日現在）

支給実績（平成26年度決算見込） 128千円

支給職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算見込） 127,854円

休日勤務手当

祝日法による土日等及び年末年始の休日等におい
て正規の勤務時間中に勤務した全時間に対して、
勤務1時間につき、勤務1時間当たりの支給額に
135/100から160/100までの範囲の割合に乗じて得
た額を支給

同 48,096千円

夜間勤務手当

正規の勤務時間（午後10時から翌日の午前5時まで
の間）に勤務することを命ぜられ勤務した全時間
に対して、勤務1時間につき、勤務1時間当たりの
給与額に100分の25割を乗じて得た金額を支給

同 13,406千円

管理職員特別
勤務手当

管理職員が週休日又は休日等（以下「週休日
等」）に勤務した場合に支給（勤務1回あたり
8,000円以内）
週休日等以外の日の午前0時から午前5時までの間
であって正規の勤務時間以外に勤務した場合に支
給（勤務1回あたり4,000円以内）

同 146千円

神奈川県平塚市 7% 1人 7%

宮城県仙台市 6% 1人 6%

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

東京都特別区 18% 1人 18%

支給対象職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算見込） 114,502円

職員全体に占める手当支給職員の割合 14.7%

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績
（25年度決算見込）

左記職員に対する
支給単価

職員１人当たり支給年額 337,593円 318,473円

　エ　特殊勤務手当　（平成27年4月1日現在）

支給実績（平成26年度決算見込） 15,687千円

　ウ　時間外勤務等手当　（平成27年4月1日現在）

区分 平成26年度決算見込 平成25年度

支給総額 293,706千円 279,937千円

除雪作業手当
除雪作業に従事する職
員

除雪車による除雪
作業、除雪車誘導

46千円

用地交渉手当
土地の取得、損失の保
障交渉に従事する職員

現地での土地取得
又は損失の交渉

42千円

清掃作業手当
不快な業務に従事する
職員

犬猫等死体処理 32千円

行路死病人等取扱手当
社会福祉事務に従事す
る職員

行路病死人の取扱
業務

税務職員手当
市税の徴収に関する業
務に従事する職員

滞納処分 221千円

防疫作業手当
感染症等の防疫に従事
する職員

感染疾病者等輸
送、汚染物件の消
毒
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7) 1回当たり700円

8) 1回当たり1,100円

9) 1回当たり240円

※一般行政職の加算率

3級

4,5級

6,7級

※支給割合は、国と同じです。

　

月分

月分

月分

出動手当
消防組織法第12条に規
定する消防職員

火災、災害、救助
のための現場出勤

394千円

　オ　期末・勤勉手当の状況（平成27年4月1日現在）

区分 6月期 12月期 計 １人当たり平均支給年額

救急業務手当
消防組織法第12条に規
定する消防職員

救急患者救助、医
療機関への搬送

4,519千円

夜間特殊業務手当
消防組織法第12条に規
定する消防職員

夜間勤務 10,432千円

　　この支給率は国と同じです。

区分 花巻市 国

自
己
都
合

勤続20年 20.4450月分 20.4450月分

勤続25年 29.1450月分

加算措置の状況（職務の級等による加算措置）
5.0%

10.0%

15.0%

　カ　退職手当の状況（平成27年4月1日現在）

　　退職手当の額は、退職したときの給料月額にこの表に示すような支給率を乗じて得た額となります。

期末手当 1.225月分 1.375月分 2.6月分 （平成26年度決算見込）

勤勉手当 0.72月分 0.72月分 1.44月分 1,297,751円

最高限度 49.5900月分 49.5900月分

一般職員の退職手当の1人当たり平均支給額
（平成26年度）

19,213千円

(7)　特別職の報酬などの状況

応
募
・
定
年

勤続20年 25.55625月分 25.5563月分

勤続25年 34.5825月分 34.5825月分

勤続35年 49.5900月分 49.5900月分

29.1450月分

勤続35年 41.3250月分 41.3250月分

最高限度 49.5900月分 49.5900月分

副議員 369,000円 計 3.000

議員 339,000円

副市長 677,000円 6月期 1.425

議長 431,000円 12月期 1.575

　特別職の職員のうち、市長、副市長あるいは市議会議員の報酬などです。

○特別職の報酬など（平成27年4月1日現在）

区分 報酬等月額 期末手当

市長 826,000円

３　勤務時間その他の勤務条件の状況
(1)　勤務時間の状況（正規の勤務時間）

　ア　職員の勤務時間は、休憩時間を除き、４週間を超えない期間につき１週間当たり38時間45分とする。

　　（花巻市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例第２条第１項）

　イ　職員の勤務時間の割振りは、午前８時30分から午後５時15分までとする。

　　なお、この勤務時間中に午後零時から60分の休憩時間を置く。（職員の勤務時間に関する規程第２条）
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※総付与日数には、前年からの繰越を含んでいます。

（a） （b） （c） （b）/（ｃ） （b）/（a）

20,230日 4,827日 523人 9.2日 23.9%

(2)　一般職員の年次有給休暇の使用状況（平成26年1月1日～平成26年12月31日）

総付与日数 総使用日数 対象職員数 平均使用日数 消化率

生後１年に達しない子を育てる職員のその子の保
育のための時間

１日２回それぞれ１時間の期間

夏季休暇 原則として連続する５日の範囲内の期間

小学校終了までの子の看護のための休暇 １年に５日の範囲内の期間

結婚休暇 連続する７日の範囲内の期間

産前休暇
６週間以内（母性保護のために必要がある場合は
８週間以内）に出産する予定である女性職員が請
求した場合、出産の日までの請求した期間

産後休暇 出産の日の翌日から８週間を経過する日までの期間

※対象職員は、市長部局(交代制勤務の除く)で、当該期間の採用者及び退職者並びに休職者及び育児休業者等を除いています。

(3)　特別休暇の導入状況（主な特別休暇と付与日数）（平成27年度）

内容

骨髄提供のための休暇 必要と認められる期間

ボランティア休暇 ５日の範囲内の期間

2年超え 2年6月超え
計

1年以下 1年6月以下 2年以下 2年6月以下 3年以下

(4)　育児休業及び部分休業の利用状況（平成26年度）

　　育児休業は最大で３年間取得可能であり、また、子を養育するための継続的な勤務を促進し、職員の

　福祉と公務の円滑な遂行を確保するための制度として部分休業の制度を設けており、１日２時間の

　範囲内で部分休業を取得することが可能です。

　ア　育児休業の承認期間（平成26年度中に新たに取得した職員に限る。）

期間
6月以下 6月超え 1年超え 1年6月超え

0人 11人

　イ　部分休業の承認期間（平成26年度中に新たに取得した職員に限る。）

期間
1年以下 1年超え 2年超え 3年超え 4年超え 5年超え

計 0人 9人 2人 0人 0人

0人 0人

女性職員 0人 9人 2人 0人 0人 0人 11人

男性職員 0人 0人 0人 0人 0人

0人 0人

女性職員 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

男性職員 0人 0人 0人 0人 0人

計
2年以下 3年以下 4年以下 5年以下

取得職員数 0人 1人 0人 0人 1人

要介護者の続柄枠 配偶者 父母 子 その他 計

0人 0人

　　※取得した職員は、ありませんでした。

(5)　介護休暇の取得状況（平成26年度）

　　配偶者、父母、子等で負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むのに支障があるものの介護をする

　ために、６月の範囲内で介護休暇を取得することができます。

計 0人 0人 0人 0人 0人



7/9

0人 1人

(6)　自己啓発等休業及び修業部分休業

　　自己啓発を自発的・積極的に行う職員を支援するため、大学等における修学や国際貢献活動を希望

　する常勤の職員に対し、職員の身分を保有したまま職務に従事しないことを認める制度で、平成27年

取得職員数 0人 0人 1人 0人 0人

 取得期間

期間 1月以下
1月超え
2月以下

2月超え
3月以下

3月超え
4月以下

4月超え
5月以下

5月超え
6月以下

計

処分事由 免職 休職 降任 降給 計

　進することを目的として、平成27年度から新たに設けた制度です。

　　職員の配偶者が外国で勤務等することとなり職員がそれに同行する場合、３年を限度に休業の取得

　が可能です。なお、休業期間中の給与は支給されません。

４　分限及び懲戒処分の状況（平成26年度）
(1)　分限処分者数

　度から新たに設けた制度です。

　　国内外の大学、大学院等を履修する場合２年、独立行政法人国際協力機構（JICA）が行う開発途上

　地域での奉仕活動への参加の場合は３年を限度に休業の取得が可能です。なお、休業期間中の給与は

　支給されません。

(7)　配偶者同行休業

　　配偶者同行休業は、公務において活躍することが期待される有為な地方公務員の継続的な勤務を促

職に必要な適格性を欠く場合 0人

心身の故障の場合 45人 45人

勤務実績が良くない場合 0人

条例で定める事由による場合 0人

刑事事件に関し起訴された場合 0人

職制、定数の改廃等により廃職、過員を生じた場合 0人

給与・任用に関する不正 0人

　※同一の者が複数回にわたって分限処分に付された場合は、その数を重複して計上しています。

(2)　懲戒処分者数（行為別）

処分の具体的事由 免職 停職 減給 戒告 計

計 0人 45人 0人 0人 45人

収賄等関係 0人

一般非行関係 0人

一般服務違反関係 1人 3人 4人

計 0人 1人 4人 5人 10人

監督責任 2人 2人

道路交通法違反 1人 3人 4人
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新規採用職員研修、一般職員研修、監督者級研修、管理者級研修等

　実施に向けて適切に対応してまいります。

横領による場合 0人

収賄による場合 0人

(3)　刑事処分者数

事件の種類 懲役 禁錮 罰金 科料 計

道路交通法違反による場合 0人

公職選挙法違反による場合 0人

傷害・暴行による場合 0人

５　服務の状況（平成27年度）
　職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当たっては、全力を挙
げてこれに専念しなければならないこととされています。この趣旨を具体的に実現するため、地方公務
員法等によって、法令等及び上司の職務上の命令に従う義務、信用失墜行為の禁止、職務上知り得た秘
密を守る義務、政治的行為の制限、争議行為等の禁止、営利企業等の従事制限等、民間企業の勤労者と
は異なる服務上の強い制約が課されています。
　これらの服務規律を保持するため、懲戒制度が設けられており、その懲戒処分の状況は、４(２)のと
おりです。
　本市においては、花巻市職員倫理規程（平成25年5月2日花巻市訓令第8号）を制定し、職員が常に認識
しておかなければならない基本的な心構えや職員が遵守すべき倫理行動基準を規定するとともに、職員
の職務に利害関係を有する者からの贈与の禁止及び制限等に関して規定しています。
　また、所属長による職員に対してコンプライアンスに関する訓示や、職員を対象とした公務員倫理研
修を開催する等、コンプライアンス推進体制の構築に向けた取組を行っています。

６　研修及び勤務成績の評定の状況
(1)　研修の実施状況（平成26年度）

研修区分 研修の概要 修了者数

計 0人 0人 0人 0人 0人

その他 0人

　　日常の勤務実績と職務能力を適正に評価し、公正な給与処遇および昇任等を含む適切な職員配置の

　実現するため、平成21年度から全職員を対象として試行実施しております。地方公務員法改正により

　平成28年度から人事評価制度の導入が定められたため、具体的仕組みや運用方法の整備など、本格的

７　福祉及び利益の保護の状況
(1)　厚生福利事業の概要

○職員の健康診断の状況（平成26年度）

派遣研修
平塚市、自治大学校、東北自治研修所、中堅職員能力向上講座、民間派
遣研修等

25人

計 1,498人

(2)　勤務成績判定の実施状況

基本研修
146人

(階層別研修)

特別研修
コンプライアンス研修、臨時・非常勤職員研修、接遇研修、メンタルヘ
ルス研修、交通安全研修、男女共同参画研修等

1,327人

平成25年度 990人 954人 96.4%

対象職員数 受診者数 受診率

平成26年度 944人 915人 96.9%
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(2)　公務災害補償の状況（平成26年度）

一般職 技能労務職 消防職 計

※臨時・非常勤職員は除く。

※通勤災害は含んでおりません。

(3)　勤務条件に関する措置の要求（平成26年度）

平成25年度末 平成26年度中 平成26年度中処理件数 平成25年度末

平成26年度認定件数 1件 1件 2件 4件

平成25年度認定件数 2件 1件 0件 3件

- - - - -

(4)　不利益処分に関する不服申立の状況（平成26年度）

平成25年度末 平成26年度中 平成26年度中処理件数 平成25年度末

係属件数 要求件数 却下 判定 係属件数

係属件数 要求件数 却下 判定 係属件数

- - - - -


